
私立学校法の改正に伴う
理事・評議員等の選任基準の変更等について

令和６年２月
長崎県こども政策局こども未来課
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資料１



本資料の構成及び説明会の目的

＜資料の構成＞

◼ 本資料は、文部科学省作成資料から、多くの法人に関係する部分のみを
抜粋し、法体系や変更点の概要をまとめてしています。

◼ より詳細な説明を確認したい場合は、文部科学省ホームページをご覧くださ
い。

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shiritsu/mext_0000
1.html

＜目次＞
（１） 法体系及び改正の概要
（２） 理事等の構成要件のまとめ
（３） 任期・専任手続き等
（４） 経過措置について【参考】
（５） 学校法人で必要となる対応及び予定時期
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https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shiritsu/mext_00001.html


（１）法体系及び改正の概要
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• 私立学校法等の範囲内において、学校法人は寄附行為（※）を定める必要があります。
（※）一般的な法人で言うところの定款のイメージ。

寄附行為の変更は所管庁の認可が必要。
• 私立学校法が改正されたことから、その内容を寄附行為に反映（変更）する必要があります。

学校法人に関する主な法律等について
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学校法人の所管省庁等について

◼ 学校法人は、その【設置する学校の種類】により、所管が異なります。

大臣所轄学校法人 私立大学及び私立高等専門学校を設置する学校法人

知事所轄学校法人 私立高等学校以下の学校をのみを設置する学校法人

学事振興課所管 私立高・中・小学校を設置する法人

こども未来課所管 幼稚園（認こ含む）を設置する学校法人

（※）一つの知事所轄学校法人で、高・中・小学校及び幼稚園
（認こ含む）を設置している場合は、学事振興課の所管となります。
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本資料は全て、「知事所轄学校法人」であることを前提に記載しています。

学校法人の所管省庁について

◼ 設置する学校の種類による区分は、知事所轄であっても、その規模により、法令上の扱い
が大臣所轄学校法人となる場合があります。
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私立学校法の改正内容の概要
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理事会・評議員会等の役割及び法改正の背景

＜理事会・評議員会・監事の役割＞

理事会（※） ■意思決定機関
学校法人の業務に関する最終的な意思決定機関

評議員会 ◼ 諮問機関
予算、事業計画、寄附行為の変更等に係るの理事会から諮問事
項にに対して意見を述べる

監事（※） 理事会から独立して、学校法人の業務、財務状況等の監査を実施

（※）理事と監事が、私学法上の「役員」にあたります。

法改正後も、理事会・評議委会及び監事の基本的な枠組み・役割は変わらず

＜法改正の背景＞
◼ 評議員会や監事が、本来の監視・監督の役割を果たすことができていない
事案が確認されたことから、理事会・評議委会の枠組み・役割は維持しつつ、
「評議員会等による理事会等に対するチェック機能を高める」ために所要の
改正がされたもの
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私立学校法改正に係る基本的な考え方
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私立学校法改正に係る基本的な考え方
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内部機関の相互関係の改正のポイント

大臣
所轄
法人

大臣
所轄
法人
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理事・理事会の改正のポイント

12



評議員・評議員会の改正のポイント
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監事の改正のポイント
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理事・監事及び評議員の要件における言葉の定義
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第２回説明会で追加
◼ 特別理解関係

✓ 一方の者が他方の者の配偶者又は三親等以内の親族である関係

◼ 外部理事
✓ 学校法人の役員又は職員でなない者

◼ 代表業務理事



主な改正ポイント(手続き・要件)①
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主な改正ポイント(手続き・要件)②
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理事選任機関について①

◼ 今回の法改正を受け、今回新たに【理事選任機関】というものを、寄附行為で定
めていただく必要があります。

◼ 理事選任機関として、文科省においては、以下の機関が想定されています。
① 評議員会
② 評議員会、理事会以外の第三となる機関
③ 理事会

＜文科省ＱＡ抜粋＞
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理事選任機関について②
＜文科省ＱＡ抜粋＞
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理事選任機関について③
＜文科省ＱＡ抜粋＞
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（２）理事等の構成要件のまとめ
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第２回説明会で追加



理事・監事・評議員の構成に関する要件（まとめ）

22



評議員の定員移行について（都道府県知事所轄学校法人）
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第２回説明会で追加



各機関の兼職の禁止
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第２回説明会で追加
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学校法人における親族等の特殊の関係のある者
第２回説明会で追加



（３）任期・専任手続き等
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【改正法施行後に選任】される理事・監事・評議員の任期
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【改正法施行の際に在任】している理事・監事・評議員の任期

法改正後の要件を満たしていて、任期が法施行（Ｒ7.4.1）のタイミングをまたぐ場合は、最長
でＲ9年度の定期評議員会までを任期とすることが可能

改選手続き
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【改正法施行の際に在任】している理事・監事・評議員の
任期に関する留意点
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第２回説明会で追加



理事・監事・評議員の任期の留意点
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理事・監事・評議員の任期の留意点
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理事・監事・評議員の任期の留意点
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理事・監事・評議員の任期の留意点

33



（４）経過措置について【参考】
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【参考】評議員構成等に関する経過措置について

法令上の要件が
一部緩和
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【参考】評議員の特別利害関係者に関する制限のイメージ
（経過措置期間中）
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第２回説明会で追加



【参考】評議員の特別利害関係者に関する制限のイメージ
（経過措置期間中）
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第２回説明会で追加


